
民間事業者、学識経験者のほか、GX関連業務経験のある現役の公務員などもアドバイザーとして派遣可能（R8.７月現在、50名がアドバイザー登録済）
 課題対応アドバイス事業

 地域脱炭素に取り組む都道府県・市区町村に対して、下記の分野において支援を実施
①公共施設等の脱炭素化
②住宅・建築物等の脱炭素化
③循環経済への移行を通じた脱炭素化
④脱炭素型まちづくり
⑤食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立
⑥脱炭素型ライフスタイルへの転換
⑦地域共生型・地域裨益型の再エネ導入の推進
⑧系統連携・地域におけるエネルギー需給マネジメント
⑨新たな技術の地域における実装・需要創出

 啓発･研修事業
 都道府県が市区町村に支援分野の研修会・相談会を行う場合に、アドバイザーを派遣

※詳細は、「地方公共団体の経営･財務マネジメント強化事業実施の手引き」を参照
 https://www.jfm.go.jp/support/development/keieizaimu.html （JFM HP)

（JFM HP）

支援分野

アドバイザー派遣の流れ

GXアドバイザーの派遣（経営・財務マネジメント強化事業）

自治体とアドバ
イザー間で派遣
日時等を調整

Web上で
派遣を申請

総務省･機構から
支援決定連絡
※内示段階でも
派遣可能

派遣実施
※年１０回
以内

Web上で
実施報告
※派遣回ごと

機構から
アドバイザーへ
謝金･旅費支払

最終派遣終了後、
Web上で実績報告
※啓発･研修事業は、
派遣回ごとに報告

（総務省HP）

○ 「地球温暖化対策計画」（令和７年２月1８日閣議決定）では、自治体が地域脱炭素を推進する上で、専門知識を有する人材の
不足が課題となっていることから、専門人材を派遣し、自治体の取組の促進を図ることとされている。

○ 総務省と地方公共団体金融機構（JFM）の共同事業として、地域脱炭素に取り組む自治体に対しアドバイザーを派遣
※アドバイザーの謝金･旅費をJFMが全額負担

●自治体の予算措置が不要
●Webから簡単に手続きが可能
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